
高知県外商支援事業費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、高知県補助金等交付規則（昭和43年高知県規則第７号。以下「規則」と

いう。）第24条の規定に基づき、高知県外商支援事業費補助金（以下「補助金」という。）の

交付に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱における用語の意義は、次に定めるところによる。

（１）「食品」とは、 高知県内で生産、収穫、水揚げされた農畜水産物又は次のいずれかに該

当する加工食品をいう。

ア 商品の主要な原材料が高知県内産であって、商品の製造又は加工の最終段階が県内事

業者によって行われているものであること。

イ 商品の主要な原材料が高知県内産であって、高知県外の事業者により製造又は加工さ

れたものの場合は、販売が県内事業者によって行われているものであること。

ウ 商品の主要な原材料が高知県外産で、その製造若しくは加工の最終段階を県内事業者

が行っている場合又はその販売を県内事業者が行っている場合は、高知県特有の文化や

技術を活かしたものであること。

（２）「地域商社」とは、県内の５以上の事業者の食品を取りまとめ、県内外で卸として販

売活動を行う者をいう。

（３）「フェア」とは、小売店等が一般消費者を対象に実施するＰＲ活動を伴う販売形態を

いう。

（４）「展示商談会」とは、多数の事業者が取扱商品を展示した上で参加する商談会をい

う。

（５）「産地視察商談」とは、商品の製造場所又は生産地の視察を含む商談をいう。

（６）「アンテナショップ」とは、高知県アンテナショップ認定要綱に基づき認定するもの

をいう。

（補助目的）

第３条 食品分野の更なる外商を拡大するため、県内事業者の商品をとりまとめ、小売店等へ

の営業及び販売を行う地域商社の活動が重要である。このため、地域商社が外商に取り組む

際に必要となる費用の一部を県が助成することにより、事業拡大への取組を後押しし、本県

食品産業の更なる発展を図ることを目的として、予算の範囲内で補助金を交付する。

（補助対象事業等）

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次に掲げる要件を満

たす事業とする。

（１）補助事業の実施により、売上高で年率３パーセント以上の増加が見込まれること。

（２）次に掲げる事業で、別表第１に定める要件を満たすものであること。

ア フェアでの販売

イ 展示商談会への出展

ウ 商談会・産地視察商談の開催

エ ＰＲ媒体の制作

オ 受発注システム等の構築

カ 勉強会の開催

キ アンテナショップの開設

（３）補助事業は、令和６年３月31日までに事業が完了すること。



（補助事業者）

第５条 補助事業者は、県内に所在する地域商社のうち、次に掲げるものとする。

（１）中小企業基本法（昭和38年法律第154号）に定める中小企業者

（２）農業協同組合、漁業協同組合、企業組合、社団法人、財団法人、社会福祉法人、第三セ

クター等（資本金等の額の２分の１以上を公共的団体が出資等している法人をいう。）又

は特定非営利活動法人

（３）共同体、協議会又はグループ等の任意団体

（４）前３号に掲げる者のほか、知事が適当であると認める法人

（補助対象経費、補助率及び補助限度額）

第６条 補助対象経費、補助率及び補助限度額は、別表第１に定めるとおりとする。ただし、算

出された交付額に1,000円未満の端数を生じた場合は、当該端数を切り捨てるものとする。

（補助金の交付の申請）

第７条 補助金等の交付の申請においては、第４条第２号アからキまでに掲げる事業について

別記第１号様式による交付申請書及び別記第２号様式による誓約書兼同意書を知事に提出

しなければならない。

２ 補助事業者は、前項の規定により補助金の交付を申請するに当たって、補助事業に要する

経費から消費税及び地方消費税を減額した金額を補助対象経費として算出し、これに補助率

を乗じた金額を、限度額を上限として、補助金交付申請額として申請する。

（補助金の交付の決定）

第８条 知事は、前条第１項の規定による補助金の交付の申請を受理したときは、当該申請

に係る書類を審査し、補助金を交付することが適当であると認めたときは、補助金の交付

額を決定する。ただし、当該申請をしたものが別表第２に該当する場合又は国税、都道府

県税及び県に対する税外未収金債務の滞納がある場合はこの限りでない。

（補助の条件）

第９条 補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は次に掲げる事項を遵守しなければ

ならない。

(１）補助事業に係る法令、規則及びこの要綱の規定に従うこと。

(２）補助事業の実施に当たっては、別表第２のいずれかに該当すると認められるものを契

約の相手方としないこと等暴力団等の排除に係る県の取扱いに準じて行わなければなら

ないこと。

(３）補助事業の執行に際しては、県が行う契約手続の取扱いに準じて行わなければならな

いこと。

（補助金の交付の決定の取消し）

第10条 知事は、補助事業者が次の各号のいずれか又は別表第２のいずれかに該当すると認

めた場合は、補助金の額の確定の有無にかかわらず、補助金の交付の決定の全部又は一部

を取り消すことができる。

(１）法令若しくはこの要綱の規定又は法令若しくはこの要綱の規定に基づく処分若しくは

指示に違反した場合

(２）補助金を補助事業以外の用途に使用した場合

(３）補助事業に関して不正その他不適当な行為をした場合

(４）補助金の交付の決定後に生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続

する必要がなくなった場合



（補助金の返還）

第11条 知事は、前条の規定に基づき補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該

取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されている場合は、期限を定めて当該補助金

の返還を命ずるものとする。

２ 知事は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超

える補助金が交付されている場合は、当該超える部分の補助金の返還を命ずるものとする。

（補助事業の変更又は中止等）

第12条 補助事業者は、補助事業の内容等について変更又は中止等をしようとするときは、事前

に別記第３号様式による変更（中止）等承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければ

ならない。

２ 前項の規定による変更（中止）等の承認を必要とする事項は、次の各号のいずれかに該当す

る事項とする。

(１) 補助金額が増額となる場合

(２) 補助金額を20パーセントを超えて減額する場合

(３) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合

（概算払の請求）

第13条 補助事業者は、規則第14条ただし書の規定に基づき補助金の概算払の請求をしようとす

るときは、別記第４号様式による概算払請求書を知事に提出しなければならない。

２ 前項の規定により概算払を受けることができる金額は、補助金交付決定額の10分の７を上限

とし、概算払を受けることができる回数は、事業実施期間において１回までとする。

３ 知事は、別記第４号様式による概算払請求書を審査し、必要に応じて現地調査等を行い、適

当であると認めた場合は、補助金の概算払を行うことができる。

（財産の処分の制限等）

第14条 補助事業者は、補助事業により取得した財産で次に掲げるもの（以下「取得財産等」

という。）について、別記第５号様式による取得財産等管理台帳を備え、善良な管理者の注意

をもって適正に管理するとともに、補助金の交付の目的に従ってその効率的な運用を図らな

ければならない。

(１）事業の遂行に必要な機械装置のうち取得価格が50万円以上のもの

(２）事業の遂行に必要な備品及び工具器具のうち取得価格が50万円以上のもの

２ 取得財産等について、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）

に定められている耐用年数に相当する期間内において、補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、廃棄し、貸し付け、又は担保に供する場合は、補助事業者は、事前に知事

の承認を受けなければならない。

３ 知事は、取得財産等を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸

し付け、又は担保に供することを承認しようとするときは、その交付した補助金の全部又は

一部に相当する金額を県に納付すべきことを命ずることができる。

４ 補助事業者は、第２項の規定により知事の承認を得て財産を処分したことにより収入があ

った場合、当該収入の全部又は一部を県に納付しなければならない。

（補助事業の実績報告）

第15条 補助事業者は、補助事業が完了した場合は、別記第６号様式による補助事業実績報告

書により、補助事業が完了した日から起算して14日以内又は補助事業の実施年度の３月31日

のいずれか早い日までに、知事に提出しなければならない。ただし、これにより難い場合は、

速やかに知事にその旨を報告し、その指示を受けなければならない。



（補助金額の確定等）

第16条 知事は、前条の補助事業等実績報告書を受理し、その報告に係る補助対象事業の実施

結果が補助金の交付の決定内容に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、

当該補助事業者に通知するとともに、補助金を交付するものとする。

（遂行状況の報告等）

第17条 補助事業者は、補助事業の実施年度の11月30日までの遂行状況及び12月以降の実施計

画について、別記第６号様式別紙２により、12月15日までに知事に提出するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、知事は、必要があると認めたときは、補助事業者に対し、補助

事業の遂行の状況について報告を求め、又は調査を行うものとする。

３ 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難とな

った場合は、速やかに知事に報告し、その指示を受けることとする。

（関係書類の保存）

第18条 補助事業者は、補助事業に係る帳簿及び関係書類を事業完了の翌年度から起算して５

年後の５月31日まで保管しなければならない。ただし、第14条第１項の取得財産等管理台帳

については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令に定められている耐用年数に相当する

期間を終了するまで保管しなければならない。

（グリーン購入）

第19条 補助事業者は、補助事業の実施に当たり物品等を調達する場合は、県が定める「高知

県グリーン購入基本方針」に基づき、環境物品等の調達に努めるものとする。

（情報の開示）

第20条 補助事業又は補助事業者に関して高知県情報公開条例（平成２年高知県条例第１号）

に基づく開示請求があった場合は、同条例第６条第１項の規定による非開示項目を除き、原

則として開示を行うものとする。

（知的財産）

第21条 補助事業に関連する知的財産については、補助事業者の責任において適切に管理しな

ければならない。

２ 補助事業により作成された著作物に係る著作権に関し、第三者の著作権を侵害するものと

して、第三者との間で紛争が生じた場合は、補助事業者は、その責任においてこれを処理し、

解決しなければならない。

（目標数値の達成状況の報告）

第22条 目標数値の達成状況に関して、第４条第２号アからカまでに掲げる事業については、別

記第７号様式による目標数値の達成状況報告書により、令和４５年度から令和６７年度までの

各年度の実績をそれぞれ翌年度４月30日までに知事に提出するものとする。

（委任）

第23条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別に定める。

附則

１ この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

２ この要綱は、令和６年５月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付さ

れた補助金については、第10条、第11条、第14条、第17条第２項、第18条及び第20条から第

22条までの規定は、同日以降もなおその効力を有する。

附則



この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

附則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附則

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

附則

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。



別表第１（第４条、第６条関係）

補助要件 事業区分 費目 補助対象経費の内訳 補助率・限度額

地域商社が

右記事業区

分①から⑦

までのいず

れか又は複

数を企画し、

地域の外商

力の向上に

効果的であ

ると判断さ

れること。

①フェアでの販売

(注)県外小売店等におけ

るフェアであること。

(注)同一店舗での申請は

年度当たり１回までとす

る。

(注)フェアごとに県内の

５以上の事業者の食品の

卸売を行うこと。

旅費 県外小売店等でのフェア開催に必要な旅費として支払われる経費

(注)フェア開催の事前に小売店等との打ち合わせが必要と認められる

場合は、フェア毎に１回までを対象とする。ただし、打ち合わせ

内容の記録を提出すること。

(注)フェアで販売する商品の製造事業者が参加する場合、その旅費も

対象とする。

(注)高速道路料金を含む。

補助率：２分の

１以内

上限額：25万円

上限額：100

万円

景品費 フェアにおけるキャンペーン等の景品に要する経費

(注)景品は高知県産品で食品のみとする。

役務費 事業の遂行に必要な通信運搬費、試食等の実施に際して販売促進員等に

要する経費、通訳及び翻訳に要する経費

(注)運搬費の対象は販促物及びサンプルとする。明確にその他経費と

切り分け出来ること。

(注)販売促進員に要する経費を補助対象経費とする場合は、旅費は対

象外とする。ただし、国外の小売店等におけるフェアの場合を除

く。

使用料及

び賃借料

装飾費に要する経費及び什器等の借上げに要する経費

②展示商談会への出展

(注)県外で開催される展

示商談会であること。

(注)展示商談会ごとに県

内の５以上の事業者の食

品を展示すること。

(注)県又は地産外商公社

が主催する商談会又はブ

ースに出展する場合を除

く。

旅費 展示商談会への出展に必要な旅費として支払われる経費

(注)展示する商品の製造事業者が参加する場合、その旅費も対象とす

る。

(注)高速道路料金を含む。

補助率：２分の

１以内

上限額：100 万円

役務費 事業の遂行に必要な通信運搬費、試食等の実施に際して販売促進員等に

要する経費、通訳及び翻訳に要する経費

(注)運搬費の対象は販促物及びサンプルとする。明確にその他経費と

切り分け出来ること。

使用料及

び賃借料

展示商談会に参加するための出展料、装飾費に要する経費及び什器等の

借上げに要する経費



③商談会・産地視察商談

の開催

(注)県内外で開催する商

談会又は県内で開催する

産地視察商談であるこ

と。

(注)県内の５以上の食品

関係事業者の参加がある

こと。商談会と産地視察

商談を同一の行程で行う

場合は、合わせて県内の

５以上の食品関係事業者

の参加があること。

旅費 商談会・産地視察商談の開催に必要な旅費として支払われる経費

(注)仕入れ担当者の招聘に係る旅費を含む。ただし、県外に本社があり、

かつ県外に所在する事業所等に所属する者に限る。

(注)県外で商談会を開催する場合は、補助対象事業者及び参加する県内

事業者の旅費を含む。県内で商談会・産地視察商談を開催する場合、

参加する県内事業者の旅費は除く。

(注)高速道路料金を含む。

(注)仕入れ担当者の県内の移送に必要となるレンタカー代、バス借り上

げ代を含む。

役務費 事業の遂行に必要な通信運搬費、通訳及び翻訳に要する経費

(注)運搬費の対象は販促物及びサンプルとする。明確にその他経費と

切り分け出来ること。

使用料及

び賃借料

会場借上げに要する経費、装飾費に要する経費及び什器等の借り上げ

に要する経費

④ＰＲ媒体の制作

(注)県内の５以上の食品

関係事業者又はその食品

の紹介があること。

外注費 地域商社として取り扱う食品等の紹介を主目的とする動画、パンフレッ

ト（デジタル版を含む。）等のＰＲ媒体の制作に要する経費

⑤受発注システム等の構

築

システム

構築費

卸としての業務の効率化及び生産性向上に資する営業支援、受発注管

理、在庫管理等のシステム構築に係る経費

導入調査

費

システム構築による費用対効果に関する事前調査に要する経費

⑥勉強会の開催

(注)県内の食品関係事業

者を対象として、外商力

の向上を目的として、県

内で実施するもの。特定

グループ内の勉強会では

なく、広く参加者を募集

すること。

謝金 勉強会の講師に対して支払う謝礼金 補助率：10分の10以内

上限額：50万円
旅費 勉強会に必要な旅費として支払われる経費

(注)講師の招聘に係る旅費を含む。

(注)勉強会に参加する県内事業者の旅費は除く。

(注)高速道路料金を含む。

役務費 事業の遂行に必要な通信運搬費

使用料及

び賃借料

会場借上げに要する経費、装飾費に要する経費



⑦アンテナショップの開

設

(注)高知県アンテナショ

ップ認定要綱に基づき認

定する店舗を県外に開設

するもの

高知県産品を販売する店舗の整備に要する次の経費に係る備品購入費、需用費等

県産品のＰＲに不可欠な設備購入等に係る経費 補助率：10分の

10以内
上限額：予算の

範囲内で交付

上記以外に係る経費 補助率：２分の

１以内



別表第２（第８条‐第10条関係）

１ 暴力団（高知県暴力団排除条例（平成22年高知県条例第36号。以下「暴排条例」とい

う。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条第３号

に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）であるとき。

２ 暴排条例第18条又は第19条の規定に違反した事実があるとき。

３ その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談

役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する

社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認めら

れる者を含み、法人以外の団体にあっては、代表者、理事その他これらと同等の責任を

有する者をいう。以下同じ。）が暴力団員等であるとき。

４ 暴力団員等がその事業活動を支配しているとき。

５ 暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用しているとき。

６ 暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与しているとき。

７ いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対して、金銭、物品そ

の他財産上の利益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は

運営に協力し、又は関与したとき。

８ 業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認められ

る者であることを知りながら、これを利用したとき。

９ その役員が、自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の利益を図り、又は第

三者に損害を加えることを目的として、暴力団又は暴力団員等を利用したとき。

10 その役員が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。


